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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第13期
第２四半期
累計期間

第14期
第２四半期
累計期間

第13期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自　平成28年４月１日
至　平成28年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 5,212,315 7,074,054 9,446,754

経常利益 (千円) 582,613 853,643 715,262

四半期(当期)純利益 (千円) 382,409 538,478 430,415

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 50,000 346,240 346,240

発行済株式総数 (株) 1,200,000 1,660,000 1,660,000

純資産額 (千円) 2,065,415 3,227,666 2,705,786

総資産額 (千円) 8,483,606 12,368,042 10,877,860

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 318.67 324.40 324.06

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― 317.43 315.87

１株当たり配当額 (円) ― ― 10.00

自己資本比率 (％) 24.3 26.1 24.9

営業活動によるキャッシュフロー (千円) 814,343 331,272 △593,061

投資活動によキャッシュフロー (千円) 48,201 67,949 128,802

財務活動によるキャッシュフロー (千円) △367,071 630,016 1,028,909

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,592,843 2,691,259 1,662,021
 

　

回次
第13期
第２四半期
会計期間

第14期
第２四半期
会計期間

会計期間
自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

自　平成28年７月１日
至　平成28年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) ― 142.57
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ
いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
　　 ３．持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会

社のみであるため、記載を省略しております。

４．平成27年９月23日付けで普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行いましたが、第13期の期首

に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益金額、潜在株式調整後１株当たり四半

期(当期)純利益金額を算定しております。
５．第13期第２四半期累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株
式は存在するものの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

６．当社は平成27年12月22日に東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)に上場したため、第13期の潜在株式

調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、新規上場日から第13期事業年度末までの平均株価を

期中平均株価とみなして算定しております。
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　　 ７．当社は第13期第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、第13期第２四半期会計
期間における１株当たり四半期(当期)純利益金額については、記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第２四半期累計期間（平成28年４月１日～平成28年９月30日）におけるわが国経済は、株価・為替の不安定な

動きなどを背景に企業の景況感や消費者マインドの低迷が続きましたが、足許では企業の生産活動の持ち直しの動

きなどにより、力強さは欠くものの、緩やかな回復基調となりました。しかしながら、円高や根強い世界経済の先

行き不透明感などが影響し、依然として企業の慎重姿勢が続く状況となりました。また、個人消費につきまして

は、企業における人手不足感が依然として強く、非製造業を中心に雇用所得環境は改善が続いているものの、夏場

の天候不順などが影響し、衣料品などの消費財を中心に伸び悩み、緩慢な消費回復が続く状況となりました。

不動産業界におきましては、首都圏における平成28年９月度のマンション発売が3,424戸、前年同月比40.9％増と

10ヶ月ぶりに増加に転じ、契約率も72.0％（㈱不動産経済研究所調べ）と前月までの下降傾向が一服する状況とな

りました。平均戸当り価格や平均㎡単価は、前年同月比で上昇しており、依然として販売価格が高止まりしている

状況が伺え、これが一般消費者の「様子見」を誘引する結果となり、住宅ローン金利が引き続き低水準で推移して

いるにもかかわらず、契約率が伸び悩む要因になっているものと想定されます。日本銀行の金融政策は、その軸を

「量」から「金利」へとシフトし、今後もマイナス金利政策が継続することが想定されることに加え、2020年の東

京オリンピック・パラリンピック等の影響もあり、今後も販売価格の高止まりは続くことが予想されます。

当社主要事業領域である資産運用型不動産市場におきましては、首都圏投資用マンション供給戸数が前年比2.9％

減となった2015年から一転、2016年上期（１月～６月）の首都圏投資用マンション供給戸数は、19.3％増の4,121戸

となり、平均戸当り価格や平均㎡単価も上昇する結果となりました（㈱不動産経済研究所調べ）。これは、東京23

区を中心に緩やかな賃料上昇を伴って賃貸需要が引き続き堅調に推移していることや、為替や株価など金融市場の

不安定な動きにより安定収益としての不動産投資への関心度が相対的に向上していること、不動産投資ローン金利

の低下により購入需要が堅調に推移したことなどによるものと想定されます。しかしながら、今後さらに地価が高

騰し、低価格帯の供給が減少することになれば、購入層の一部が首都圏の市場から離れるなど、購入需要が落ち込

む可能性が懸念される状況にもなってまいりました。

この結果、売上高は、7,074,054千円と前年同四半期と比べ1,861,738千円（35.7％）の増収、営業利益は、

931,637千円と前年同四半期と比べ270,767千円（41.0％）の増益、経常利益は、853,643千円と前年同四半期と比べ

271,029千円（46.5％）の増益、四半期純利益は、538,478千円と前年同四半期と比べ156,069千円（40.8％）の増益

となりました。

　

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

(不動産開発販売事業)

不動産開発販売事業は、引き続き自社開発物件「クレイシアシリーズ」の開発拡大に努め、３物件の開発用地

と２物件の完成物件を仕入、前事業年度から開発していた３物件が竣工いたしました。また、販売においても、

前事業年度より販売活動を進めていた物件の引渡しを順調に行うだけではなく、新規の投資目的顧客の開拓や居

住目的購入希望者への直接販売、法人向け１棟売却の実施など、全社的に販売拡大を継続いたしました。

この結果、「クレイシアシリーズ」249戸を販売し、売上高6,799,495千円（前年同四半期比37.0％増）、営業

利益883,833千円（前年同四半期比40.2％増）となりました。

　

(プロパティマネジメント事業)

プロパティマネジメント事業は、前事業年度に引き続き、自社開発物件販売後の管理契約の確実な獲得による

管理物件数の増加や適切なコストマネジメントの実施により、売上高274,558千円（前年同四半期比9.5％増）、

営業利益47,803千円（前年同四半期比56.9％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

(資産)

当第２四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ1,490,181千円増加し、12,368,042千円となり

ました。主な増加の要因は、販売用不動産の販売及び引渡しによる資金化により現金及び預金が前事業年度末に

比べ939,198千円増加したことや自社開発物件用地及び完成物件等の調達、自社開発物件の順調な竣工により販売

用不動産及び仕掛販売用不動産合わせて前事業年度末に比べ557,196千円増加したことによるものであります。

　

(負債)

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ968,301千円増加し、9,140,376千円となり

ました。主な増加の要因は、自社開発物件の新たな用地仕入や完成物件の購入等に係る資金を調達したことによ

り長期借入金が前事業年度末に比べ721,900千円増加したことによるものであります。

　

(純資産)

当第２四半期会計期間末における純資産は、前事業年度末に比べ521,879千円増加し、3,227,666千円となりま

した。主な増加の要因は、四半期純利益538,478千円を計上したことにより利益剰余金が増加したことによるもの

であります。

　

（3）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は2,691,259千円と前事業年度

末と比べ1,029,237千円（61.9％）の増加となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期に比べ高い税引前四半期純利益を計上したものの、積極

的な開発用地の仕入や完成物件の購入、開発物件の開発進行等によるたな卸資産の増加に伴う支出により331,272

千円と前年同四半期と比べ収入が483,070千円の減少となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出の減少により67,949千円と前年同四半期と

比べ収入が19,748千円の増加となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、開発用地の仕入や完成物件の購入にかかる資金を長期借入金により調

達したことによる長期借入れによる収入の増加により630,016千円と前年同四半期と比べ997,087千円の収入増加

となりました。

 
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 4,800,000

計 4,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成28年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,660,000 1,660,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株でありま
す。

計 1,660,000 1,660,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年７月１日～
平成28年９月30日

― 1,660,000 ― 346,240 ― 296,240
 

 

(6) 【大株主の状況】

平成28年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

中西　聖 東京都港区 1,057,800 63.72

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 50,900 3.07

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 28,400 1.71

カブドットコム証券株式会社
東京都千代田区大手町１丁目３番２号　
経団連会館６階

24,400 1.47

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 20,600 1.24

酒井　鉄男 愛知県豊田市 19,500 1.17

野呂田　義尚 東京都新宿区 18,000 1.08

ＢＡＲＣＬＡＹＳ　ＢＡＮＫ
ＰＬＣ　ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ
(常任代理人 シティバンク銀
行　　　株式会社）

１ ＣＨＵＲＣＨＩＬＬ　ＰＬＡＣＥ　
ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ14　５ＨＰ　ＵＫ
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号）

16,300 0.98

むさし証券株式会社
埼玉県さいたま市大宮区桜木町４丁目
333番地13

15,800 0.95

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４番地 14,400 0.87

計 ― 1,266,100 76.27
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成28年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

1,659,600
16,596 ―

単元未満株式 400 ― ―

発行済株式総数
普通株式

1,660,000
― ―

総株主の議決権 ― 16,596 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

　

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成28年

９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３ 四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第２四半期会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,762,060 2,701,259

  売掛金 1,547 6,329

  販売用不動産 3,111,994 2,846,895

  仕掛販売用不動産 5,566,013 6,388,309

  貯蔵品 5,324 3,727

  その他 295,428 261,607

  貸倒引当金 △226 △71

  流動資産合計 10,742,142 12,208,057

 固定資産   

  有形固定資産 57,862 65,731

  無形固定資産 9,755 16,364

  投資その他の資産   

   その他 71,980 81,748

   貸倒引当金 △3,879 △3,859

   投資その他の資産合計 68,100 77,889

  固定資産合計 135,718 159,985

 資産合計 10,877,860 12,368,042

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,028,856 1,125,343

  短期借入金 173,800 140,600

  1年内償還予定の社債 30,000 30,000

  1年内返済予定の長期借入金 2,812,937 2,786,177

  未払法人税等 164,478 343,419

  役員賞与引当金 29,000 ―

  アフターコスト引当金 7,894 7,139

  その他 288,197 364,405

  流動負債合計 4,535,164 4,797,084

 固定負債   

  社債 205,000 190,000

  長期借入金 3,386,100 4,108,000

  その他 45,810 45,291

  固定負債合計 3,636,910 4,343,291

 負債合計 8,172,074 9,140,376

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 346,240 346,240

  資本剰余金 296,240 296,240

  利益剰余金 2,063,420 2,585,300

  自己株式 △114 △114

  株主資本合計 2,705,786 3,227,666

 純資産合計 2,705,786 3,227,666

負債純資産合計 10,877,860 12,368,042
 

 

EDINET提出書類

プロパティエージェント株式会社(E31970)

四半期報告書

12/21



(2) 【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日　
　至 平成28年９月30日)

売上高 5,212,315 7,074,054

売上原価 3,875,853 5,231,148

売上総利益 1,336,461 1,842,906

販売費及び一般管理費 ※１  675,592 ※１  911,269

営業利益 660,869 931,637

営業外収益   

 受取利息 151 48

 貸倒引当金戻入額 18 ―

 受取手数料 743 670

 その他 ― 550

 営業外収益合計 912 1,270

営業外費用   

 支払利息 67,134 65,814

 支払手数料 10,881 12,588

 その他 1,151 860

 営業外費用合計 79,168 79,263

経常利益 582,613 853,643

税引前四半期純利益 582,613 853,643

法人税、住民税及び事業税 194,386 325,815

法人税等調整額 5,817 △10,650

法人税等合計 200,204 315,164

四半期純利益 382,409 538,478
 

EDINET提出書類

プロパティエージェント株式会社(E31970)

四半期報告書

13/21



(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日　
　至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日　
　至 平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前四半期純利益 582,613 853,643

 減価償却費 5,464 7,715

 敷金償却額 337 580

 長期前払費用償却額 677 1,081

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △302 △174

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △7,500 △29,000

 アフターコスト引当金の増減額（△は減少） △1,044 △755

 受取利息 △151 △48

 支払利息 67,134 65,814

 支払手数料 10,881 12,588

 売上債権の増減額（△は増加） 82 △4,782

 たな卸資産の増減額（△は増加） 677,755 △555,598

 前渡金の増減額（△は増加） 2,500 △66,554

 仕入債務の増減額（△は減少） △168,000 96,486

 その他 △96,134 193,518

 小計 1,074,315 574,514

 利息の受取額 151 106

 利息の支払額 △66,541 △66,209

 手数料の支払額 △10,881 △12,588

 法人税等の支払額 △182,700 △164,550

 営業活動によるキャッシュ・フロー 814,343 331,272

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △30,000 ―

 定期預金の払戻による収入 95,000 90,000

 有形固定資産の取得による支出 △12,171 △14,151

 無形固定資産の取得による支出 △300 △3,681

 その他 △4,327 △4,217

 投資活動によるキャッシュ・フロー 48,201 67,949

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △101,680 △33,200

 長期借入れによる収入 1,463,177 2,654,000

 長期借入金の返済による支出 △1,866,244 △1,958,860

 社債の発行による収入 150,000 ―

 社債の償還による支出 ― △15,000

 配当金の支払額 △12,000 △16,599

 その他 △324 △324

 財務活動によるキャッシュ・フロー △367,071 630,016

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 495,472 1,029,237

現金及び現金同等物の期首残高 1,097,370 1,662,021

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,592,843 ※１  2,691,259
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 
当第２四半期累計期間

(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得する建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第２四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額は軽微であります。
 

　

 
(追加情報)

 

当第２四半期累計期間
(自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日)

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。
 

　

 
(四半期損益計算書関係)

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

給料及び手当 　242,774千円 311,915千円

貸倒引当金繰入額 △23 〃 △166 〃
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

 
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

現金及び預金 1,799,915千円 2,701,259千円

預入期間が３か月を超える定期預金 　△207,071　〃 　△10,000　〃

現金及び現金同等物 1,592,843千円 2,691,259千円
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(株主資本等関係)

　　　前第２四半期累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 12,000 20.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

　

　　　当第２四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月28日
定時株主総会

普通株式 16,599 10.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末日後となるも

の

該当事項はありません。

 

(持分法損益等)

　　 利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　　前第２四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額
（注）１不動産開発

販売事業
プロパティ

マネジメント事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 4,961,582 250,732 5,212,315 ― 5,212,315

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,961,582 250,732 5,212,315 ― 5,212,315

セグメント利益 630,394 30,474 660,869 ― 660,869
 

(注) １．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　　当第２四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
四半期損益
計算書計上額
（注）１不動産開発

販売事業
プロパティ

マネジメント事業
計

売上高      

　外部顧客への売上高 6,799,495 274,558 7,074,054 ― 7,074,054

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,799,495 274,558 7,074,054 ― 7,074,054

セグメント利益 883,833 47,803 931,637 ― 931,637
 

(注) １．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

プロパティエージェント株式会社(E31970)

四半期報告書

17/21



 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上

の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

（１）１株当たり四半期純利益金額 318円67銭 324円40銭

　(算定上の基礎)   

  四半期純利益金額(千円) 382,409 538,478

  普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 382,409 538,478

  普通株式の期中平均株式数(株) 1,200,000 1,659,929

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ― 317円43銭

　(算定上の基礎)   

  四半期純利益調整額（千円） ― ―

  普通株式増加数（株） ― 36,440

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

 

(注)１． 前第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

　　２． 当社は、平成27年９月23日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行っております。前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、前第２四半期累計期間の１株当たり四半期純利益金額

を算定しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　　　　　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成28年11月10日

プロパティエージェント株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   伊   藤   栄   司   印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   鶴   田   純 一 郎   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプロパティエー

ジェント株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第14期事業年度の第２四半期会計期間(平成28年７月

１日から平成28年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財

務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、プロパティエージェント株式会社の平成28年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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